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7,251

19,218

種　別 指標の名称 (単位)
（３０年度）

２５年度

枚

　決算額　　(単位：千円) 19,217

２６年度 ２７年度

23,441

23,441

成果指標
道路関係図面発行数

27,269　人にかかるコスト（人件費など）

　平成20年度に地理情報システムを導入し、迅速な窓口対応が可能となり、引き続き効率的な対応を行って
いく。

8,077

　その他特定財源（国や都の支出金・財産収入など）

　一般財源（区負担額） 17,486

0

　物にかかるコスト（物件費・維持補修費）

　その他のコスト（扶助費・補助費など）

　総経費

目標値

6,000

［評価の理由］（区民生活への影響を十分考慮すること）

　道路境界の確定、道路台帳の調整保管、道路の証明書等の交付について、道路管理者で
ある区が主体的に行う必要がある。

3
評
価
の
視
点

評価 評価の理由

　道路の種別・幅員・認定年月日、官民境界確定の有無、公共基準点の情報など道路関係の情報提供が求
められている。

維持

評
価
結
果

　地理情報システムを活用した窓口業務により、道路に関する情報提供の需要増に対しても、効率的に対応
している。

4 　道路台帳の調整により、道路管理事務の円滑化及び区民要望に対して常に新しい情報提供が図られ、現
行の事業手法は適切である。

3必要性

今後の方向性
拡大
改善
維持
縮小
廃止・終了

45,375

0

29,433

20,842

0

26,519

手段の適切性

事務事業コスト

(単位：千円)

財源項目

(単位：千円)

前回評価から
改善した事項

　受益者負担額（使用料・手数料・負担金など）

17,928

47,361

0

46,487

45,375

0

事業対象

事務事業名 道路台帳整備

　

道路管理課

行政計画 事業NO. ― 計画事業名
事業の開始・終了年度

（行政計画外事業）

事
務
事
業
の
概
要

　

[事業開始]

法令（義務） 〔法令等名〕

 [施　　策]

事業区分

維持管理

平成２８年度　事務事業評価シート

道路法根拠法令等

目的達成度 4

効率性

事業内容

委託の有無

事業目的

活動指標
9,921

　道路管理事務を円滑に遂行するためには、道路区域の境界線、道路施設の現況、占用物件、沿道の状況等、管理の基礎
的事項の把握が不可欠であり、また道路に接する沿道の私人のためにも、道路法が及ぶ領域を常に明確にしておく必要が
ある。このことから、道路に関する基本的事項を一定の様式に統一し、総括的に集約することを目的とする。

20,842

0

5,470

　工事しゅん功図面や現地測量で取得した測量データを基に道路台帳デジタ
ルマッピングを補正し、合わせて調書の補正を行っている。

一部委託

①道路の路線の認定（道路法第8条）
②路線の廃止又は変更（道路法第10条）
③区域の決定及び供用の開始等（道路法第18条）
④台帳の調製、保管、閲覧（道路法第28条）
⑤道路等と民地との官民境界の確定
⑥公共基準点の管理

補助金の有無

なし

29,001

8,000 9,815

事
務
事
業
の
実
績

所
管

都市づくり部

年度

委託内容
なし

㎡道路台帳補正対象面積 4,662

0

21,934

長期総合
計画体系

 [基本目標]

一般区民、土地所有者、占用企業者、不動産取引関係者、測量関係者、建築関係者、運輸事業者

昭和

年度[終了予定]

 [小　　柱]


